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１ 評価の経緯 

日進市市民参加及び市民自治活動条例(以下｢条例｣という。)第２７条に規定

する定期的な評価について、令和２年３月３０日付け日進市自治推進委員会答

申で評価・分析方法が示されたため、令和元年度分の数値をもって評価・分析

するものです。 

 

＜参考条文＞ 

第２７条 日進市自治推進委員会条例の規定により設置される日進市自治推

進委員会は、市長の諮問に応じ、この条例に基づく市民参加及び市民自治

活動の支援及び協働の推進に必要な事項を協議するとともに、定期的な評

価を行い、その結果を市長に答申するものとする。 

 

 

２ 評価・分析方法（令和３年３月答申から抜粋） 

 ○「市民参加」と「市民自治活動の推進」の２つに視点を分けて評価していく

こと。⇒「市民参加」については、別に評価を実施している。 

○「市民自治活動の推進」については、定量的指標と定性的指標を定め、経年

変化を確認すること。また、支援対象に応じて、各指標を組み合わせて評価

していくこと。 

 

３ 評価対象と評価指標（令和３年３月答申から抜粋） 

市民自治活動の実施主体である、テーマ型コミュニティ及び地縁型コミュニ

ティの活動について、活動の規模や頻度等と活動の精力的活動割合分析を評価

します。 

評価指標として、経年変化を把握する定量的指標（基本指標 表１）と、さ

らに詳細に評価をするため、市民意識調査等を活用した定性的指標（表２）を

組み合わせて、評価、分析します。 

 

 

 

 

 ＜参考条文＞ 

第２１条 市の執行機関は、市民自治活動を支援し、コミュニティとの協働

を推進するために、次に掲げる施策を実施するよう努めるものとする。 

(1) 日進市が設置する活動拠点の管理運営に関すること。 

(2) 市民自治活動への助成に関すること。 

(3) 市民自治活動に関する情報の受発信に関すること。 

(4) コミュニティにおける交流の場づくりに関すること。 

(5) コミュニティ及び市職員の人材の育成等に関すること。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市民自治活動の支援及び協働の推進に必要

なこと。 
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◎評価指標 
 

表１：経年変化を把握する定量的指標＝基本指標 

（基準：不変的かつ経年変化を把握する必要があるもの） 

対象 

対応す

る条例

各号 

基本指標 

テーマ型 

コミュニ

ティ 

（１） にぎわい交流館登録団体数 

（１） にぎわい交流館会議室利用者数、団体利用件数 

（１） 中央福祉センター登録団体数  

（１） 中央福祉センター会議室利用者数、団体利用件数 

（２） 市民自治活動団体との協働事業数 

（２） 大学との協働事業数 

（３） にぎわい交流館チラシ設置件数 

（５） 市民のＮＰＯ・ボランティアへの参加率 

（５） 市民のＮＰＯ・ボランティアへのスタッフとしての参

加率 

地縁型 

コミュニ

ティ 

（４） 地域活動への参加率 

（地域の行事・お祭り等イベント） 

（４） 地域活動団体数 

（自主防災会、自主防犯会、子ども会、老人クラブ、

家庭教育推進委員会、つどいの場（ほっとカフェ、ふ

れあい・いきいきサロン、ぷらっとホーム、にっしん

体操スポット）） 

（５） 地域活動への役員等としての参加率 

（６） 区・自治会加入率 

 

 

表２：基本指標（定量的指標）と組み合わせて評価する定性的指標 

対象 定性的指標 

テーマ型 

コミュニティ 

市民活動がしやすいと感じる団体の割合 

市民活動が活発であると感じる団体の割合 

地縁型 

コミュニティ 

地域活動が活発であると感じる市民の割合 
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◎評価・分析手法 
 

大分類 小分類 

１ 基本指標による評価・

分析 

（１） 経年の数値等の比較 

・表１参照 

（２） 市民活動団体の精力的活動割合 

①団体ベース 

・にぎわい交流館会議室等利用団体数／にぎわ

い交流館登録団体数 

・中央福祉センター会議室利用団体数／中央福

祉センター登録団体数 

②人数ベース 

・にぎわい交流館会議室等年間利用者数／にぎ

わい交流館登録団体構成員数 

・中央福祉センター会議室年間利用者数／中央

福祉センター登録団体構成員数 

（３） ＮＰＯ・ボランティア活動の活性化状況 

・「市民の NPO・ボランティアへの参加率」と

「市民の NPO・ボランティアへのスタッフと

しての参加率」から分析 

（４） 地縁型コミュニティのクロス分析 

・「区・自治会加入率」と「地域活動への参加

率」から分析 

２ 定性的指標による評

価・分析 

（１） 経年の数値等を比較 

・表２参照 

（２） 市民活動の活性化状況① 

・「市民活動が活発であると感じる団体の割

合」と「市民活動がしやすいと感じる団体の

割合」から分析 

３ 基本指標と定性的指標

を組み合せによる、評

価・分析 

 

（１） 地域コミュニティの活性化状況分析 

・「区・自治会加入率」と「地域活動が活発で

あると感じる市民の割合」から分析 

（２） 市民活動の活性化状況分析② 

・「にぎわい交流館登録団体数」と「市民活動

がしやすいと感じる団体の割合」から分析 

４ 基本指標における他自

治体との評価、分析 

（１） 地域コミュニティの比較、評価 

・他自治体と一部の基本指標を比較し、評価、

分析 
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４ 評価・分析  

１ 基本指標による評価・分析（小数点以下第２位四捨五入） 

  （１）経年の数値等を比較、分析 

対

象 
基本指標 

平成 25 年度 

（2013年度） 

平成 26 年度 

（2014年度） 

平成 27 年度 

（2015年度） 

平成 28 年度 

（2016年度） 

平成 29 年度 

（2017年度） 

平成 30 年度 

（2018年度） 

令 和 元 年 度 

(2019 年度) 

テ
ー
マ
型
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

にぎわい交流館

登録団体数（団

体） 

252 240 261 301 271 299 322 

にぎわい交流館

会議室利用者数

（人） 

24,563 26,106 26,529 28,815 31,904 30,084 24,777 

団体利用件数

（件） 
1,638 1,752 1,809 2,051 2,276 2,246 2,006 

中央福祉センタ

ー登録団体数

（団体）  

－ － － － － － 115 

中央福祉センタ

ー会議室利用者

数（人） 

－ － － － － － 26,049 

中央福祉センタ

ー会議室団体利

用件数（件） 

－ － － － － － 1,939 

市民自治活動団

体との協働事業

数（件） 

78 79 76 75 89 87 103 

大学との協働事

業数（審議会

含）（件） 

44 110 104 136 141 122 129 

にぎわい交流館

チラシ設置件数

（件） 

－ － － － － － 839 

市民のＮＰＯ・

ボランティアへ

の参加率（％） 

－ 13.9 － 14.4 － 14.7 － 

市民のＮＰＯ・

ボランティアへ

のスタッフとし

ての参加率

（％） 

－ 9.1 － 9.3 － 9.6 － 
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対

象 
基本指標 

平成 25 年度 

（2013年度） 

平成 26 年度 

（2014年度） 

平成 27 年度 

（2015年度） 

平成 28 年度 

（2016年度） 

平成 29 年度 

（2017年度） 

平成 30 年度 

（2018年度） 

令 和 元 年 度 

(2019 年度) 

地
縁
型
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

地域活動（地域

の行事・お祭り

等イベント）へ

の参加率（％） 

－ 69.9 － 65.9 － 68.8 － 

地域活動団体※

数（団体） 
－ － － － － － 227 

地域活動への役

員等としての参

加率（％） 

－ 43.0 － 41.4 － 41.3 － 

区・自治会加入

率（％） 
72.1 75.0 74.6 73.6 72.6 74.1 73.8 

※地域活動団体：自主防災会、自主防犯会、子ども会、老人クラブ、家庭教育推

進委員会、つどいの場（ほっとカフェ、ふれあい・いきいきサ

ロン、ぷらっとホーム、にっしん体操スポット） 

 

（２）市民活動団体の精力的活動割合分析 

市民自治活動の拠点施設であるにぎわい交流館と中央福祉センターの

利用状況から活動状況を分析します。 

 

●指標数値 

ア 団体ベース 

にぎわい交流館 ： 6.2 回／団体  

     中央福祉センター： 16.9 回／団体 

 

イ 人数ベース 

にぎわい交流館 ： 4.2 回／人 （年間） 

     中央福祉センター： 2.5 回／人 （年間） 

 

●評価・分析 

・にぎわい交流館に比べ中央福祉センターが団体当たりの利用回数が 

多い傾向にあります。 

・団体利用数は中央福祉センターが多く、登録団体人数あたりについ 

ては、にぎわい交流館が多く利用されています。 

・団体登録数が少ないと団体の精力的活動割合が高まり、登録人数が 

少ないと構成員の精力的活動割合が高まるとの指標となります。 

 

⇒それぞれの施設について登録条件も異なるため、それを踏まえて今 

後の経年変化を分析した上で、市民活動団体への精力的な活動を支

援する施策を検討する必要があると分析します。また、施設の規模

等の差があることも考慮してまいります。 
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（３）ＮＰＯ・ボランティア活動の活性化状況分析 

「市民のＮＰＯ・ボランティアへの参加率」と「市民のＮＰＯ・ボラ

ンティアへのスタッフとしての参加率」の両者を下記のグラフに当ては

めた場合に、どの領域に属するかで、地域ごとのＮＰＯ・ボランティア

活動の現状を把握します。 

 

 

 

【市民のＮＰＯ・ボランティアへのスタ

ッフとしての参加率 9.6％】 

        高 

 

 

低 

役員・スタッフ等

で関わる者は多い

が、住民の参加が

少ない。 

望ましい状態 
 

 

 

高 

【市民のＮＰＯ・ボ

ランティアへの参加

率 14.7%】 

役員・スタッフ等

で関わる者も住民

の参加も少ない。 

住民の参加は多い

が、役員・スタッ

フ等で関わる者は

少ない。 

         低  

 

 ●中央値 

（縦軸）9.3％ ：条例制定時のＮＰＯ・ボランティアへのスタッフとしての参 

加率（平成２３年度ＮＰＯ・ボランティアへのスタッフとし 

て参加したことのある市民の割合） 

（横軸）17.0％：ボランティア活動への参加者の全国集計値（内閣府：令和元

年度（2019 年度）「市民の社会貢献に関する実態調査」ボラ

ンティア活動の有無より） 

 

 ●指標数値 

 （縦軸） +0.3％ 

（横軸）▲2.3％ 

 

 ●評価・分析 

・本市において NPO・ボランティア活動の活性化状況を「役員・スタッフ等で 

関わる者も住民の参加も少ない。」と評価します。 

・「ＮＰＯなどの市民活動への支援」について、平成３０年度市民意識調査で 

は、満足度としては平均よりやや低いが概ね中位、重要度としては平均より

相当に低い結果となっています。 

・現状の市民の意識は、NPO 活動に対して他項目と比較して優先度が相当低く 

あります。また、活動支援に対しては不満・不足が生じていないとの結果と 

なっています。 

・市民活動に概ね理解は示されていると思いますが、活動に関わることに関心 

の低い現状です。 
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（４）地縁型コミュニティのクロス分析 

「区・自治会加入率」と「地域活動への参加率」の両者を下記グラフに当

てはめた場合に、どの領域に属するかで地域ごとの地縁型コミュニティの

現状を把握します。 

 

 【地域活動への参加率 68.8％】 

        高 

 

低 

 

加入者は少な

いが 

一部が積極的 

望ましい状態  

高 

【区・自治会加入率

73.8％】 
加入者も少な

く 

姿勢も消極的 

加入者は多いが 

姿勢が消極的 

         低（0％）  

 

 ●中央値 

（縦軸）64.9％ ：条例制定時の地域活動への参加率（平成２３年度地域活動 

への参加経験のある市民の割合） 

（横軸）72.1％：条例制定時の区・自治会への加入率（平成 25 年度自治会加入 

率） 

 

 ●指標数値 

 （縦軸）＋3.9％ 

（横軸）＋1.7％ 

 

 ●評価・分析 

本市において地縁型コミュニティのクロス分析について「望ましい状態」と

評価します。 
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２ 定性的指標による評価・分析 

（１）経年の数値等を比較、分析 

対象 定性的指標 
平成 23 年度 

（ 2 0 1 1 年 度 ） 

平成 26 年度

（2014 年度） 

平成 28 年度 

（2016 年度） 

平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和元年度 

（2019 年度） 

テ
ー
マ
型 

コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ 

市民活動がしやすいと

感じる団体の割合 
－ － － － 82.7％ 

市民活動が活発である

と感じる団体の割合 
－ － － － 82.2％ 

地
縁
型 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

地域活動が活発である

と感じる市民の割合 
32.7％ 38.7％ 37.7％ 36.7％ － 

 

（２）市民活動の活性化状況分析① 

「市民活動が活発であると感じる団体の割合」と「市民活動がしやすいと

感じる団体の割合」の両者を下記のグラフに当てはめた場合に、どの領域

に属するかで市民活動の活性化状況を把握し、状況にあった環境の整備等

の方向性を探ります。 

 

 【市民活動が活発であると感じる団体

の割合 82.2％】（にぎわい交流館団体

アンケート「とても活発である、活発

である」の合計） 

        高 

 

低 

 

市民活動は活発

だが環境は整っ

ていない 

望ましい状態 

高 【市民活動がし

やすいと感じる団体

の割合 82.7％】（に

ぎわい交流館団体ア

ンケート 「とても

受け入れられてい

る、受け入れられて

いる」の合計） 

 

市民活動が不活

発で、環境が整

っていない 

市民活動はしやす

い環境だが不活発 

         低  

 ●中央値 

令和元年度から集計を行っている指標のため、令和元年度の指標を中央値と 

して今後、経年変化を把握して、推移を分析してまいります。 
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３ 基本指標と定性的指標を組み合わせて、評価・分析 

（１）地域コミュニティの活性化状況分析 

「区・自治会加入率」と「地域活動が活発であると感じる市民の割合」の

両者を下記グラフに当てはめた場合に、どの領域に属するかで地域コミュ

ニティの活性化状況を把握します。なお、地域ごとの調査分析については、

来年度以降に行います。 

 

 【区・自治会加入率 73.8％】 

        高 

 

低 

 

 

 

加入者は多いが、

不活発 

 

望ましい状態 

 

 

 

 

高 

【地域活動が活

発であると感じ

る 市 民 の 割 合

36.7％】（市民意

識調査） 

加入者は少なく不

活発 

加入者は少ない

が、活発 

         低  

 

 ●中央値 

（縦軸）72.1％ ：条例制定時の区・自治会への加入率（平成 25 年度自治会加 

入率） 

（横軸）32.7％：条例制定時の地域活動が活発であると感じる市民の割合（平 

成２３年度地域活動が活発であると感じる市民の割合） 

 

 ●指標数値 

 （縦軸）＋1.7％ 

（横軸）＋4.0％ 

 

 ●評価・分析 

本市において地域コミュニティの活性化状況分析について「望ましい状態」

と評価します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

10 

 

（２）市民活動の活性化状況分析② 

「にぎわい交流館登録団体数」と「市民活動がしやすいと感じる団体の割

合」の両者を下記のグラフに当てはめた場合に、どの領域に属するかで、

市民活動の活性化状況を把握します。 

 

 【にぎわい交流館登録団体数322団体】

（3 年前（H28、301 団体）と比較し増

減を計る 3 年毎に団体登録更新するた

め） 

        増 

 

0%  

市民活動はしにく

いが団体数は増加 
望ましい状態 

 

 

 

100% 

【市民活動がしや

すいと感じる団体

の割合 82.7％】 

市民活動がしにく

く団体数も減少 

市民活動はしやす

いが団体数は減少 

         減  

 

 ●中央値 

令和元年度より集計を行っている指標のため、令和元年度の指標を中央値と

して今後、経年変化を把握して、推移を分析してまいります。 

 

 ●評価・分析 

令和元年度より集計を行っている指標のため、令和元年度の指標を中央値と

して今後、経年変化を把握して、推移を分析してまいります。 

 

 

４ 基本指標における他自治体との評価、分析 

（１）地域コミュニティの比較、評価 

   他自治体と一部の基本指標を比較し、評価、分析を行います。対象の自治

体は地域性の近い近隣自治体とします。 

 自治体 平成 25 年度 

（2013 年度） 

平成 26 年度 

（2014 年度） 

平成 27 年度 

（2015 年度） 

平成 28 年度 

（2016 年度） 

平成 29 年度 

（2017 年度） 

平成 30 年度 

（2018 年度） 

令和元年度 

(2019 年度 ) 

区
・
自
治
会
加
入
率 

日進市 72.1％ 75.0％ 74.6％ 73.6％ 72.6％ 74.1％ 73.8％ 

豊明市 － － － － － － 73.8％ 

長久手市 － － － － － － 53.85％ 

みよし市 － － － － － － 未把握 

東郷町 － － － － － － 77.0％ 

名古屋市 － － － － － － 72.2％ 

豊田市 － － － － － － 80.12％ 
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 ●評価・分析 

区・自治会加入率については、概ね他市町と大きく変わらない状況となりま

す。今後は経年変化を把握してまいります。 

 

４ まとめ 

条例第２１条に規定される｢市の執行機関が行うべき支援等｣についての評価

指標に基づき施策の実施について評価してまいりました。今後は経年変化を把

握し、各評価項目に関連する支援施策について検討してまいります。 

 


